
議案第５２号 

   

 

 

 

   区議会提出議案に関する意見聴取 

   （世田谷区立幼稚園保育料条例の一部を改正する条例） 

 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

 

                              令和８年９月７日 

                             

 （提出者） 

世田谷区教育委員会 

                             教育長  知久 孝之 

 

 

 

 

（提案説明） 

  世田谷区立幼稚園保育料条例の一部を改正する条例の議案の提出に伴い、地方教育行政

の組織及び運営に関する法律第２９条の規定に基づき区長から意見を求められたため、本

案を提出する。 
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－1－ 

議案第  号 

   世田谷区立幼稚園保育料条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

    令和８年９月１５日 

    提出者 世田谷区長 保 坂 展 人 

 

（説明） 区立幼稚園集約化等計画に基づき集約する幼稚園において、３歳児保育を

開始するとともに、預かり保育の実施日及び提供時間の拡充に伴い預かり保育料の

額を変更し、併せて規定の整備を図る必要があるので、本案を提出する。 
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－2－ 

  世田谷区立幼稚園保育料条例の一部を改正する条例 

 世田谷区立幼稚園保育料条例（平成２６年１２月世田谷区条例第５８号）の一部を

次のように改正する。 

 第１条中「終了後」を「開始前若しくは終了後又は教育課程に係る教育活動を行う

日以外の日」に改める。 

第２条第１項第２号中「４歳」を「別表に定める区立幼稚園ごとの年齢」に改める。 

第４条及び第５条を次のように改める。 

（預かり保育料） 

第４条 預かり保育を利用する教育・保育給付認定子どもの保護者又は扶養義務者は、 

利用時間に応じた預かり保育料を世田谷区教育委員会（以下「委員会」という。）

に支払わなければならない。 

２ 預かり保育料の額は、１人当たり利用時間１時間（１日の利用時間の合計に１時

間に満たない端数があるときは、これを１時間とする。）につき１００円とする。 

（保育料等の額の決定等） 

第５条 委員会は、保育料の額を決定し、又は預かり保育料の額を決定し、若しくは

変更したときは、区立幼稚園を利用する教育・保育給付認定子どもの保護者又は扶

養義務者に対し、その旨を通知するものとする。 

 附則の次に次の別表を加える。 

別表（第２条関係） 

校名 年齢 

世田谷区立給田幼稚園 

４歳 世田谷区立砧幼稚園 

世田谷区立八幡山幼稚園 

世田谷区立さくらのおか

幼稚園 
３歳 

世田谷区立たまがわのも

り幼稚園 

附 則 

１ この条例は、令和９年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ この条例による改正後の世田谷区立幼稚園保育料条例の規定は、施行日以後の預
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－3－ 

かり保育料（同条例第１条に規定する預かり保育料をいう。以下同じ。）について

適用し、施行日前の預かり保育料については、なお従前の例による。 
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世田谷区立幼稚園保育料条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

○世田谷区立幼稚園保育料条例 ○世田谷区立幼稚園保育料条例 

平成26年12月８日条例第58号 平成26年12月８日条例第58号 

改正 改正 

平成27年12月７日条例第70号 平成27年12月７日条例第70号 

平成30年６月26日条例第52号 平成30年６月26日条例第52号 

令和元年10月１日条例第38号 令和元年10月１日条例第38号 

令和５年12月11日条例第74号 令和５年12月11日条例第74号 

令和８年９月 日条例第 号  

世田谷区立幼稚園保育料条例 世田谷区立幼稚園保育料条例 

世田谷区立幼稚園の保育料等に関する条例（昭和40年12月世田谷区

条例第48号）の全部を改正する。 

世田谷区立幼稚園の保育料等に関する条例（昭和40年12月世田谷区

条例第48号）の全部を改正する。 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以

下「法」という。）第27条第３項第２号並びに第28条第２項第１号及

び第３号に規定する区が定める額のうち区立幼稚園に係るもの（以

下「保育料」という。）並びに区立幼稚園における教育課程に係る教

育時間の開始前若しくは終了後又は教育課程に係る教育活動を行う

日以外の日に幼児を一時的に預かり、必要な保護を行う教育活動（以

下「預かり保育」という。）の利用に要する費用（以下「預かり保育

料」という。）その他必要な事項を定めるものとする。 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以

下「法」という。）第27条第３項第２号並びに第28条第２項第１号及

び第３号に規定する区が定める額のうち区立幼稚園に係るもの（以

下「保育料」という。）並びに区立幼稚園における教育課程に係る教

育時間の終了後に幼児を一時的に預かり、必要な保護を行う教育活

動（以下「預かり保育」という。）の利用に要する費用（以下「預か

り保育料」という。）その他必要な事項を定めるものとする。 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。 

(１) 区立幼稚園 世田谷区立学校設置条例（昭和39年３月世田谷

区条例第21号）第１条の規定に基づき設置した幼稚園（就学前の

子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

（平成18年法律第77号）第３条第１項の認定を受けた幼稚園を除

(１) 区立幼稚園 世田谷区立学校設置条例（昭和39年３月世田谷

区条例第21号）第１条の規定に基づき設置した幼稚園（就学前の

子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

（平成18年法律第77号）第３条第１項の認定を受けた幼稚園を除
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改正後 改正前 

く。）をいう。 く。）をいう。 

(２) 教育・保育給付認定子ども 法第20条の規定による小学校就

学前子どもごとの子どものための教育・保育給付を受ける資格を

有する小学校就学前子どもであって、別表に定める区立幼稚園ご

との年齢に達する日の翌日以後の最初の４月１日から小学校就学

の始期に達するまでの者をいう。 

(２) 教育・保育給付認定子ども 法第20条の規定による小学校就

学前子どもごとの子どものための教育・保育給付を受ける資格を

有する小学校就学前子どもであって、４歳に達する日の翌日以後

の最初の４月１日から小学校就学の始期に達するまでの者をい

う。 

２ 前項に定めるもののほか、この条例において使用する用語の意義

は、法において使用する用語の例による。 

２ 前項に定めるもののほか、この条例において使用する用語の意義

は、法において使用する用語の例による。 

（保育料） （保育料） 

第３条 保育料は、無料とする。 第３条 保育料は、無料とする。 

 （保育料の額の決定等） 

（第５条へ移動） 第４条 世田谷区教育委員会（以下「委員会」という。）は、保育料の

額を決定したときは、区立幼稚園を利用する教育・保育給付認定子

どもの保護者又は扶養義務者に対し、その旨を通知するものとする。 

（預かり保育料） （預かり保育料） 

第４条 預かり保育を利用する教育・保育給付認定子どもの保護者又

は扶養義務者は、利用時間に応じた預かり保育料を世田谷区教育委

員会（以下「委員会」という。）に支払わなければならない。 

第５条 預かり保育を利用する教育・保育給付認定子どもの保護者又

は扶養義務者は、預かり保育料を委員会に支払わなければならない。 

２ 預かり保育料の額は、１人当たり利用時間１時間（１日の利用時

間の合計に１時間に満たない端数があるときは、これを１時間とす

る。）につき100円とする。 

２ 預かり保育料の額は、１人当たり日額200円とする。 

（保育料等の額の決定等）  

第５条 委員会は、保育料の額を決定し、又は預かり保育料の額を決

定し、若しくは変更したときは、区立幼稚園を利用する教育・保育給

付認定子どもの保護者又は扶養義務者に対し、その旨を通知するも

のとする。 

 

（納付期限） （納付期限） 

第６条 預かり保育料の納付期限は、委員会が別に指定する。 第６条 預かり保育料の納付期限は、委員会が別に指定する。 
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改正後 改正前 

（督促） （督促） 

第７条 委員会は、預かり保育を利用する教育・保育給付認定子ども

の保護者又は扶養義務者が前条に規定する納付期限までに預かり保

育料を納付しないときは、規則で定める期間内に書面により督促を

するものとする。 

第７条 委員会は、預かり保育を利用する教育・保育給付認定子ども

の保護者又は扶養義務者が前条に規定する納付期限までに預かり保

育料を納付しないときは、規則で定める期間内に書面により督促を

するものとする。 

２ 委員会は、前項の規定による督促をするときは、当該督促に係る

書面を発する日から15日以内の日を納付すべき期限として指定する

ものとする。 

２ 委員会は、前項の規定による督促をするときは、当該督促に係る

書面を発する日から15日以内の日を納付すべき期限として指定する

ものとする。 

（還付） （還付） 

第８条 委員会は、規則で定めるところにより、既に納付された預か

り保育料の全部又は一部を還付することができる。 

第８条 委員会は、規則で定めるところにより、既に納付された預か

り保育料の全部又は一部を還付することができる。 

（委任） （委任） 

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 第９条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 附 則 

この条例は、法の施行の日から施行する。 この条例は、法の施行の日から施行する。 

附 則（平成27年12月７日条例第70号抄） 附 則（平成27年12月７日条例第70号抄） 

（施行日） （施行日） 

１ この条例は、平成28年４月１日から施行する。（後略） １ この条例は、平成28年４月１日から施行する。（後略） 

附 則（平成30年６月26日条例第52号） 附 則（平成30年６月26日条例第52号） 

１ この条例は、平成30年９月１日から施行する。 １ この条例は、平成30年９月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の世田谷区立幼稚園保育料条例の規定は、

平成30年９月以後の月分の保育料（第１条に規定する保育料をいう。

以下同じ。）について適用し、同月前の月分の保育料については、な

お従前の例による。 

２ この条例による改正後の世田谷区立幼稚園保育料条例の規定は、

平成30年９月以後の月分の保育料（第１条に規定する保育料をいう。

以下同じ。）について適用し、同月前の月分の保育料については、な

お従前の例による。 

附 則（令和元年10月１日条例第38号） 附 則（令和元年10月１日条例第38号） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 １ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の世田谷区立幼稚園保育料条例の規定は、

令和元年10月以後の月分の保育料（第１条に規定する保育料をいう。

２ この条例による改正後の世田谷区立幼稚園保育料条例の規定は、

令和元年10月以後の月分の保育料（第１条に規定する保育料をいう。
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改正後 改正前 

以下同じ。）について適用し、同月前の月分の保育料については、な

お従前の例による。 

以下同じ。）について適用し、同月前の月分の保育料については、な

お従前の例による。 

附 則（令和５年12月11日条例第74号） 附 則（令和５年12月11日条例第74号） 

１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施

行する。 

１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施

行する。 

２ この条例による改正後の世田谷区立幼稚園保育料条例の規定は、

施行日以後の日分の預かり保育料（同条例第１条に規定する預かり

保育料をいう。以下同じ。）について適用し、施行日前の日の属する

月分の預かり保育料については、なお従前の例による。 

２ この条例による改正後の世田谷区立幼稚園保育料条例の規定は、

施行日以後の日分の預かり保育料（同条例第１条に規定する預かり

保育料をいう。以下同じ。）について適用し、施行日前の日の属する

月分の預かり保育料については、なお従前の例による。 

附 則（令和８年９月 日条例第 号）  

１ この条例は、令和９年４月１日（（以下「施行日」という。）から施

行する。 

 

２ この条例による改正後の世田谷区立幼稚園保育料条例の規定は、

施行日以後の預かり保育料（同条例第１条に規定する預かり保育料

をいう。以下同じ。）について適用し、施行日前の預かり保育料につ

いては、なお従前の例による。 

 

別表（第２条関係）  

 校名 年齢   

 世田谷区立給田幼稚園 

４歳 

  

 世田谷区立砧幼稚園   

 世田谷区立八幡山幼稚園   

 世田谷区立さくらのおか幼稚園 
３歳 

  

 世田谷区立たまがわのもり幼稚園   
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